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平成２２年度実施 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 成果報告書 

 

実施団体名 

飯塚地区消防組合 

 

代表団体名  

 

事業名称   

ASP型動画配信による救急・消防業務支援事業 

 

 

１ 事業実施概要 

 救急救命士の救急車内における処置の高度化による医療機関との迅速かつ的確な情報伝達の必要

性、消防活動における火災の規模や現場の状況に応じた適切な人材や車両配置の必要性を踏まえ、①

動画 Live システム、②動画閲覧サイトを構築した。 

 ①動画 Live システムでは、救急車へ搭載したカメラ及び通信機器により傷病者画像や心電図画像

を医療機関に設置したモニターにリアルタイムで表示し、消防隊による可搬式カメラ及び通信機器に

より災害現場の動画像を指令室に設置したモニターにリアルタイムで表示する。②動画閲覧サイトで

は、災害現場等から送信された動画像を保存し閲覧可能とした。 

 

２ 目標の進捗状況 

(1) 目標の進捗率 

指標 目標値 結果の数値 達成状況 計測方法・出展等 

連携公共機関・医療機

関数の増加 

＊ 公共機関（３市町） 

＊ 医療機関（７機関） 

＊ 消防署（３機関） 

＊ 消防本部（本部、指

令センター）計 15 機

関 

対象機関の

20％ 

６機関 

40％ 

○ ６機関÷15 機関×100 

=40％ 

救急搬送における救命

率の向上 

救命率：重症者（心肺

機能停止傷病者）のう

救 命 率

10％以上 

心肺停止者

9 人 0％ 

  × 生存者 0 人÷CPA9 人×

100＝0％ 



ちの１ヶ月後生存率を

救命率とする。平成 21

年の全国の救命率が

10.4％であり、その値

以上を目標とする 

救急・消防動画の事後

検証での利用 

＊  救急搬送に関して

は、メディカルコント

ロール協議会が年 12

回開催、消防に関して

は建物火災のうちの延

焼火災が 11 件（H21）

あることから、これら

について事後検証を行

うことを目標とする 

事 後 検 証

10 回以上 

＊  延焼火

災に関する

事後検証 

＊  メディ

カルコント

ロール協議

会開催毎に

１症例を事

後検証 

＊  システ

ム稼働後の

半年間 

0 回 × 事後検証の実施回数 

     

 

 (2) 進捗率の理由（達成状況が△又は×の場合はその理由） 

・救急搬送における救命率の向上について 

平成 23 年 2 月 1 日から ICT 試験運用を開始したため、操作技術の未習熟さと通信状況の不安定さ

が、システムを利用した救命率の向上につながらなかったため。 

・救急・消防動画の事後検証での利用について 

 年度内において対象となる火災等の発生がなかったため利用回数が 0 回となった。 

 

３ 事業による成果 

(1) 事業による成果（アウトプット指標） 

項 目 成果指数 備考（成果指数の説明等） 調査時期 

参加者数（消防署など ９８名（救急隊員８０

名・指揮隊員１８名） 

 H23 年 2 月 

参加者数（医療機関） 1 医療機関  

 

飯塚病院救命救急センタ

ー 

H23 年 2 月 

利用者数（消防署職

員） 

９８名（救急隊員８０

名・指揮隊員１８名） 

 H23 年 2 月 

利用者数（医療機関医 救急部 医師９名  H23 年 2 月 



師） 

利用件数（システム搭

載車両出動回数） 

救急出動１８２件  H23 年 2 月 

地域内の 3 次救急医

療病院数に対する比

率 

100%  H23 年 2 月 

設置数（車載システ

ム） 

救急車６台 

 

心電図等動画伝送・カメ

ラ２台/１台 

H23 年 2 月 

設置数（医療機関モニ

タ） 

1 医療機関  

 

飯塚病院救命救急センタ

ー 

H23 年 2 月 

設置数（指令センタ

ー） 

1 指令室 

 

飯塚地区消防本部指令室 H23 年 2 月 

設置網羅数（設置数/

全救急車数） 

6 台/7 台  H23 年 2 月 

設置網羅数（消防指揮

車設置数/全消防指揮

車数） 

１台/１台  H23 年 2 月 

設置網羅数（指令セン

ター/全指令センター

数） 

1 指令室/1 指令室  H23 年 2 月 

講習会開催回数 10 回  H23 年 2 月 

 

 

(2) 事業による社会的効果等（アウトカム指標） 

項 目 事業成果 調査内容 算出方法 調査時期 

ＩＣＴを利

用した救急

車出動回数

の増減率【単

独指標】 

ＩＣＴを利用した救急出

動件数が増えることで、よ

り正確な患者情報の利用

が可能になる。 

ＩＣＴを利用

した救急出動

回数を調査す

る。 

2011 年 2 月の調

査によりＩＣＴ

を利用した出動

件数の全出動件

数に対する割合

を算出する。 

2011 年 2 月 

搬送先照会

回数【前後指

標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

医療機関へ正確な情報を

伝達できるので、医療機関

の指示のもと、適正な医療

機関の選定が実施できる。 

救急隊員が患

者収容のため

に、医療機関

へ照会した回

数 を 調 査 す

る。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月の調

査で救急隊が搬

送先を照会した

回数の平均を比

較する。 

2010 年 2 月

2011 年 2 月 



搬送時間【前

後指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

医療機関へ正確な情報を

動画で伝達できるので、迅

速な医療機関への搬送が

実施できる。 

救急隊員が患

者収容のため

に、医療機関

へ搬送した時

間 を 調 査 す

る。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月の調

査で病院収容時

間の平均を比較

する。 

2010 年 2 月

2011 年 2 月 

患者情報伝

達時間【単独

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

正確な情報を迅速に医療

機関へ伝達できる。 

救急隊員が患

者収容のため

に、医療機関

へ情報を伝達

した時間をア

ンケート調査

する。 

2011 年 2 月のア

ンケート調査に

より、救急隊員が

医療機関へ患者

情報を伝達した

時間を調査する。 

2011 年 2 月 

救命率【前後

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

医師から救急隊員へより

適切な指示を受けること

で、救命率を向上すること

ができる。 

救命士が行っ

た特定行為の

救命率を調査

する。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月の調

査で救命士が実

施した特定行為

の救命率を比較

する。 

2010 年 2 月

2011 年 2 月 

主観的理解

度・習得度向

上率（実感）

【単独指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

救急隊員の救急救命技術

の理解度・習得率を向上す

ることができる。 

救急隊員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、救急隊

員の救命技術の

主観的理解度・習

得度向上率を把

握する。 

2011 年 2 月 

主観的応急

処置レベル

向上率（実

感）【単独指

標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

医師から救急隊員へより

適切な指示が可能となる。 

救急隊員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、応急処

置レベルが向上

したと考えられ

る出動件数の全

出動件数に対す

る割合を算出す

る。 

2011 年 2 月 

情報の収集

及び伝達所

要時間【単独

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

災害現場の正確な情報を

より迅速に伝達すること

ができる。 

災害対応にあ

たる職員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、情報収

集及び伝達度の

充実度を把握す

る。 

2011 年 2 月 



職員参集時

間 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

災害発生時の職員参集が

効率よく実施できる。 

職員参集を実

施した機関へ

のアンケート

調査 

2011 年 2 月の調

査により、職員参

集に要した時間

を把握する。 

2011 年 2 月 

避難時間【単

独指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害現場

を把握できるので、より正

確に効率のよい避難を指

示できる。 

避難実施にあ

たる職員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、避難実

施の充実度を把

握する。 

2011 年 2 月 

避難情報漏

れ件数の減

少率 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害現場

を把握できるので、より正

確に付近住民へ避難情報

を提供できる。 

災害現場付近

の住民へのア

ンケート調査 

2011 年 2 月の調

査により、災害現

場付近住民の避

難情報の取得状

況を把握する。 

2011 年 2 月 

罹災数(被害

件数) 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害現場

を把握できるので、より迅

速に罹災件数を把握でき

る。 

災害対応にあ

たる職員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、災害対

応にあたる職員

が罹災件数を確

認する状況を把

握する。 

2011 年 2 月 

避難体制の

整備時間の

短縮率【単独

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害の規

模を確認できるので、避難

体制を整える時間を短縮

できる。 

災害対応にあ

たる職員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、避難体

制の整備に対す

る充実度を把握

する。 

2011 年 2 月 

主観的安全

度向上率（実

感）【単独指

標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害現場

を確認できるので、より効

率のよい安全管理を確保

できる。 

災害対応にあ

たる職員への

アンケート調

査 

2011 年 2 月の調

査により、安全度

向上が実感され

た件数を把握す

る。 

2011 年 2 月 

医師の指示

による早期

処置件数【単

独指標】 

動画配信システム利用に

より、医師から救急隊員へ

より適切な指示が可能と

なる。 

搬送中におけ

る医師からの

指示による処

置件数をアン

ケートにより

調査する。 

2011 年 2 月の調

査処置件数を搬

送先別に比較す

る。 

2011 年 2 月 

公共機関・医

療機関連携

動画配信ｼｽﾃﾑを設置する

ことで、公共機関と医療機

動画配信ｼｽﾃﾑ

を設置した公

2011 年 2 月の調

査で、ｼｽﾃﾑを設置

2011 年 2 月 



数【単独指

数】 

関の連携数を増やすこと

が可能になる。 

共機関と医療

機関を調査す

る。 

した機関数を確

認する。 

救命救急士

の処置時間

【前後指標】 

動画配信システム利用に

より、リアルタイムに医師

から指示を受けることが

できるので、よりレベルの

高い迅速な処置が可能と

なる。 

救命士が実施

した特定行為

の処置時間を

調査する。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月の調

査で、救命士の処

置時間の平均を

比較する。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月 

処置に対す

る主観的充

実度（救命救

急 士 評 価 ）

【単独指標】 

動画配信システム利用に

よる医師からの指示で、よ

りレベルの高い処置が可

能となる。 

搬送中におけ

る医師からの

指示により行

った処置内容

の主観的充実

度をアンケー

トにより調査

する。 

2011 年 2 月の調

査結果を搬送先

別に比較する。 

2011 年 2 月 

処置に対す

る客観的満

足度（医師に

よ る 評 価 ）

【単独指標】 

動画配信システムを利用

することで傷病者の状態

をより正確に把握したう

えで、救急隊員への指示が

可能となる。 

搬送中におけ

る処置、その

他についての

客観的満足度

をアンケート

により調査す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、医師の客観

的満足度を把握

する。 

2011 年 2 月 

救急動画の

事後検証で

の利用回数

【単独指標】 

動画データを利用するこ

とで、よりリアルな事後検

証を実施できる。 

動画データを

利用した事後

検証の件数を

調査する。 

2011 年 2 月の調

査で、事後検証を

実施した回数を

把握する。 

2011 年 2 月 

専門医、検査

室の確保率 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

救急患者に対する適切な

専門医、検査室の確保が可

能となる。 

専門医、検査

室の確保の状

況をアンケー

ト調査する。 

2011 年 2 月の調

査で、専門医、検

査室の確保の状

況を把握する。 

2011 年 2 月 

救命率【前後

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

救急隊員が医師からより

適切な指示を受けること

で、救命率を向上すること

ができる。 

救命士が行っ

た特定行為の

救命率を調査

する。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月の調

査で、救命率の向

上率を把握する。 

2010 年 2 月、

2011 年 2 月 

消防活動資 動画データを活用した事 動画データを 2011 年 2 月の調 2011 年 2 月 



源（リソー

ス）の確保率

【単独指標】 

後検証を行うことで、消防

活動資源を確保すること

ができる。 

利用した事後

検証の結果を

調査する。 

査で、事後検証を

実施した回数を

把握する。 

初動体制確

立時間【単独

指標】 

動画データを利用した事

後検証をすることで、類似

火災に対する迅速な初動

体制の確立を実施するこ

とができる。 

事後検証を初

動体制に活用

できたかアン

ケートにより

調査する。 

2011 年 2 月の調

査で、初動体制の

充実度を把握す

る。 

2011 年 2 月 

現場到着時

間 

上記 8 の初動体制を確立す

ることで、現場到着時間の

短縮効果が見込める 

現場到着時間

の状況をアン

ケート調査す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、現場到着時

間の短縮度を把

握する。 

2011 年 2 月 

消火活動時

間 

動画データを利用した事

後検証をすることで、類似

火災に対して適切で効率

のよい消火活動を実施す

ることができる。 

消火活動の状

況をアンケー

ト調査する。 

2011 年 2 月の調

査で、消火活動時

間の効率化を把

握する。 

2011 年 2 月 

現場指示、対

策実施にお

ける主観的

充実度（火災

現場動画配

信システム

に関する満

足度）【単独

指標】 

動画配信システムを利用

した現場の正確な状況把

握により、適切な対応が可

能となる。 

主観的充実度

をアンケート

により調査す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、充実度を把

握する。 

2011 年 2 月 

消防動画の

事後検証で

の利用回数

【単独指標】 

現場の動画データを利用

して原因調査、事後対策の

検討が可能となる。 

動画利用回数

をアンケート

により調査す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、利用回数を

把握する。 

2011 年 2 月 

情報受信者

（災害対策

本部等にお

ける）【単独

指標】 

動画配信ｼｽﾃﾑ利用により、

リアルタイムに災害現場

を確認できるので、より適

切な現場指揮及び安全管

理を確保できる。 

災害対応職員

へアンケート

調査を実施す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、情報受信者

の満足度を把握

する。 

 

ICT 人材の

増加【単独指

標】 

動害配信ｼｽﾃﾑを利用する

ための講習会を開催する

ことで、ICT 人材の増加が

講習会参加人

員 を 調 査 す

る。 

2011 年 2 月の調

査で、講習会参加

人員を把握する。 

 



 

 

4 システム設計書 

  別添２のとおり。 

   

見込める。 



＜システム運用結果＞ 

１ システム運用で得られた成果 

  今回の事業に参加していない他地域消防機関への事業内容の紹介、構築したシステムのデモ等を

とおして、他地域消防機関における ICT 利活用に関する理解が深まったと考えられる。 

 

 

 

 

２ 平成２２年度事業実施において明らかとなった課題 

  ・ 8 月に契約を締結し、単年度事業として本事業を実施するのは、期間的にかなり負担が大き

かった。 

   対策： 実施主体と再委託先業者との間に相互責任者を決めて、窓口を一本化したことが事業効

率化として良かった。 

・ 救急車内にカメラを設置するにあたっては、救急業務の特殊性である血液、体液等の車内汚染

対策を考慮する必要がある。 

対策： カメラ付属機器 BOX の防水化を実施する。 

 

３ 自律的・継続的運営の見込み 

 機器リース費用、通信費等を予算化し、本事業に参加した各消防署と医療機関により継続的に運用

を行う予定である。 

 

 

 

 

 

４ 今後の展開方針 

 飯塚地区消防組合以外の消防機関へ本事業の紹介等を行い、今回開発したシステムの利用拡大を行

っていく。 

 

 

 

５ その他 



 



事業概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



講習会 

 

 

 

 

＜人材育成状況説明書＞ 

①申請主体におけるＩＣＴ人材の育成・活用内容 

１ ＩＣＴ人材の育成人数 

 

９１名（救命士、救急隊員、消防隊指揮隊員、指令室スタッフ） 

 

２ ＩＣＴ人材の育成方法 

本事業の委託先担当者により、「動画管理システムマニュアル」（本事業で作成）を教材として

用いた講習会形式での事業内容及び機器操作等を説明を行った。 

 

 



教材として使用した「動画管理システムマニュアル」の内容 

１．ICT 事業概要 1.事業概要説明 

２．動画のしくみ 

 

1.動画の通信の流れ 

2.動画の仕様 

３．救急車車載機器説明 

 

1.機器一覧 

2.操作説明 

3.主な仕様 

４．可搬型カメラ取扱説明 

 

1.機器一覧 

2.カメラについて 

3.通信 BOX について 

4.操作説明 

5.主な仕様 

５．動画管理システム操作説明 

 

1.システム概要 

2.システム起動・ログイン 

3.画面説明・操作説明 

4.キーボードショートカット一覧 

5.Archive Player(ファイル出力) 

６．消防庁連携システム操作説明 

 

1.システム概要 

2.画面説明・操作説明 

3.連携内容データについて 

７．動画閲覧サイトのしくみ 1.画面イメージ・主な機能 

３  １で育成等したＩＣＴ人材の活用人数 

 

９１名（救急隊員、指令室スタッフ） 

 

４ ＩＣＴ人材の活用方法 

 

 救急車搭載のＩＣＴ機器等の操作をはじめ、試験運用における医療機関とのシステム利用に関する

要望等の収集・取り纏めを行い、現場サイドからのシステム改善に関する意見を収集した。今後も引

き続きシステムの運用に関する意見、要望などの収集を行う予定である。 

 

５ 次年度以降のＩＣＴ人材の育成・活用内容（予定） 

 

 今回の事業には参加していない他地域の消防機関への利用状況に関する情報発信を行い、利用地域

の拡大を進めるとともに、新たな消防機関がシステム利用を開始する場合には、消防機関へのシステ

ム運用に関する情報提供などを予定している。 

また、定期的に開催される協議会や検討会等において、システムの今後の利活用方策や改善点など

を協議しながら、スキルの向上を図る。 



＜実施体制説明書＞ 

１ 実施体制 

    

 

 

 

 

２ 各主体の役割 

No 名  称 役  割 

１ 

飯塚地区 

ICT利活用方策 

検討協議会 

連携主体の消防機関、医療機関、自治体等からなる協議

会であり、救急・消防・医療機関におけるニーズ把握、

ニーズを踏まえたシステムの基本仕様検討、実証実験の

実施等。 

２ 飯塚地区消防本部 

・協議会の運営 

・事業全体の企画 

・関係各機関との連絡・調整 

３ 

飯塚市 

嘉麻市 

桂川町 

・住民に対する安心安全サービス提供の視点からの助言 

・実証実験への参画 



４ 

飯塚消防署 

山田消防署 

桂川消防署 

・ICT関連機器・システムの導入 

・システム構築における現場（救急・消防）ニーズ提供 

・実証実験への参画 

５ 

飯塚医師会 

飯塚病院 

救命救急センター 

・ICT関連機器・システムの導入 

・システム構築における現場（医療機関）ニーズ提供 

・実証実験への参画 

６ 福岡ソフトウェアセンター 

・プロジェクト管理 

・システム設計 

・OMNICAST SDK開発 



事業実施進行表 

実施内容 

 

8月 

 

9月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

H23 

1月 

 

2月 

 

 

3月 

 

協議会等設立・

準備会合   

      

協議会等開催    

 

  

 

 

システム構成の

検討・決定 

        

システム構築に

係る競争入札 

        

システム設計         

システム稼働 

（試験運用） 

        

報告書作成         

 

その他 

本事業により構築したウェブサイト又は本事業を掲載したウェブサイト 

 

なし 


